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日中間の人の往来が難しいことが主な課題
中国国内での感染者の新規発生は抑制されています。中国はワクチンの接種を推進しており、北京市や上海市では外
国人向けの接種も開始しました。
日系企業においては、新規赴任者や駐在員の家族、出張者のビザ取得に必要な招聘状の発行が抑制的になってい
ること、中国渡航後の集中隔離が残っていることなどにより、日中間の人の往来が難しい状況が継続していることが課題
となっています。
ジェトロ中国事務所では、オンラインとオフラインを組み合わせて食品・農水産品、高齢者産業、日用品など様々な分
野での商談会等を積極的に行っており、今後も販路開拓の取り組みを進めて行く予定です。

中国：ビジネス活動正常化に向けた基本情報 （2021年5月10日時点）

現地日系企業の課題

現地日系企業の抱える課題

人の移動、ビザなど

• 日本人が中国をビジネス目的で訪問するビザ取得には、現
在各省市政府発行の招聘状が必要だが、招聘状発給が
停止されていたり、滞っている事例が多くある。

• 中国渡航後14日間の集中隔離の存在や集中隔離環境
が渡航者にとって負担となっている。

• 都市によっては、入国後14日間の集中隔離の後、独自の
ルールに基づき追加の隔離措置を求めているところがある。

サプライチェーン、物流への影響

• コールドチェーン（冷凍冷蔵）食品の検査・消毒を強化。
• コールドチェーン以外のコンテナ貨物についてもコンテナ内の
貨物の外包装、コンテナ内壁およびドアノブなどの高頻度
接触部位について検査および予防性消毒措置の実施を
国務院が公布。一部地方でも通知公布、実施の動き。

• 各地で自動車部品の外包装から新型コロナの陽性反応が
検出されたことを受けて、北京市は自動車部品のトレーサ
ビリティ等を強化。

その他

• 地域によって通常の14日に加え7~14日の自宅での健康
観察などを要求。各地で重点集団（検査検疫・コールド
チェーン物流・医療関係者等）や、高リスク集団（基礎
疾患のある人、高齢者）に対するワクチン接種が進む。北
京市や上海市等では外国人向けワクチン接種も開始した。

企業の再開状況

企業活動状況

• 製造業、サービス業ともほとんどの企業が操業再開。
• 商務部等は7月6日、展示会の開催に関する指導意見を公布、
低リスク地域では厳格な防疫措置をとった上での開催を認める。

• 中国内での感染再拡大を受け展示会にも制限。1月26日に上
海市では中高リスク地域では展示活動を見合わせるほか、原則と
して、海外からの出展者、入場者を招待しないと発表。

• 日本進出を計画する中国スタートアップでは、海外との往来ができ
ないため、進出計画を凍結または後ろ倒しするところが出ている。

日系企業の再開状況

• 日系企業の多くが正常化。地域によって、中国内での受注は回復
しているものの、海外からの受注回復に遅れが見られる企業も。

累計感染者数 9万769人

累計死亡者数 累計回復者数 新規感染の傾向

4,636人 8万5,835人 5月9日の新規感染者は11人
ですべて輸入症例。

空港再開／直行便

日本人の入国 原則不可

外務省渡航情報

レベル2：不要不急の渡航は止めてください。

制限措置概要

• 滞在期間が15日間までの査証免除措置をす
べて暫定的に停止。中国の就業、帯同家族、
親族訪問等のいずれかの有効な居留許可を
有する外国人はビザ申請不要。現在有効な
居留許可を有しておらず、新規にビザを取得す
る必要のある同行配偶者および未成年子女
は、原則としてビザ申請受理の対象外。

• 中国入国には搭乗2日前以内のPCR検査お
よび血清特異性IgM抗体検査の陰性証明を
取得し、ネットでの健康コード申請が必須。

• 過去に新型コロナウイルス感染者と診断された、
もしくはPCR検査か抗体検査いずれかで陽性
となったことがある者は、健康コード申請に当
たって追加資料のアップロードが必要。

• 駐日中国大使館は、中国で生産された新型
コロナウイルスワクチンを接種済で、かつワクチン
接種証明を所持する、ビザ申請者に便宜を与
える通知を発表。

空港 稼働中

日本からの直行便

依然制限はあるが徐々に増加。日系はJALが成
田⇔大連を週4便、成田⇔広州を週1便。
ANAが成田⇔浦東を週1便、成田⇔杭州を週1
便、成田⇔青島を週1便、成田⇔広州を週1便
運航、成田⇔深セン便を週1便運航。

5月10日時点の数字 ※出所：国家衛生健康委員会等

感染者の動向

日本人に対する入国制限



中国：ビジネス活動再開に向けた基本情報

■ジェトロ「中国など北東アジアにおける新型コロナウイルス対応状況」

ジェトロウェブサイトにて新型コロナウイルス関連ニュース、動画によるワンポイント解
説、中国各地の企業などに対する支援策を紹介。
https://www.jetro.go.jp/world/covid-19/china/

アフター/ウィズコロナ下での新たなビジネスチャンス

新インフラ建設

• 中国政府は「新インフラ（新基建）」構築を推進。新インフラとは主に①5G基地、②
超高圧送電、③都市高速鉄道・都市軌道交通、④新エネルギー自動車充電設備、
⑤ビッグデータセンター、⑥AI、⑦インダストリアルインターネットを指す。

• 2018年12月の中央経済工作会議で提唱された概念だが、新型コロナウイルスの流
行を受けて、新たな需要・供給の拡大、就業、構造調整、イノベーション促進など総
合的な効果への期待が高まっている。

• 4月以降、各地で「新インフラ」関連政策が推進されており、各分野への投資が進む。

消費喚起

• 新型コロナウイルスによる消費減退を受け、李克強首相は2020年5月の全国人民
代表大会で「消費回復の推進」を明言。対象分野は①飲食、ショッピングセンター、
文化、観光、家政など生活サービスの回復とオンライン・オフラインの融合、②自動車
消費の促進、駐車場問題の解決、③養老・託児サービスの発展、④大健康の発展、
⑤歩行者天国のレベルアップ、⑥EC、宅配便の農村での普及、農村消費の開拓。

• 中国汽車工業協会は2021年3月の自動車販売台数を前年同期比74.9％増の
252万6,000台と発表した。他方、乗用車は2019年1～3月比で3.6％減となった。

• 2021年の労働節休暇（5月1～5日）の国内旅行者延べ人数は2憶3,000万人
で、前年比19.7％増加、新型コロナウイルス流行前から3.2％増加した。

ECの活用

• 2021年3月の社会消費品小売総額は前年同期比34.2％増、2019年3月比では
12.9％増となった。うち、飲食業は91.6％増と高い伸びを示した。

• アリババが運営するBtoC向けインターネット通販大手の天猫は、11 月11日に行われ
た販促イベント「双十一」期間中の流通総額（GMV）は前年比26％増で過去最
高となる4,982億元（約7兆7,200億円）となったとした。

デジタルプラットフォームの活用拡大

• リアルでの面談・訪問などが忌避される中、Zoomなどのオンラインミーティング、会議シ
ステムを活用した商談・セミナーが増加。中国国際サービス交易会や中国国際輸入
博覧会もオンラインを活用。その他の展示会・商談会でもオンラインを活用する動き。

• 地理的な制約が弱まり、現地に拠点を持たない企業にとって販売拡大の機会が増大。

新たなビジネスの動き

（2021年5月10日時点）

TEL    :03-3582-5651
（平日9時～12時/13時～17時（土日、祝祭日を除く））

新型コロナウィルスに関するお問い合わせ

（海外）
最寄りのジェトロ事務所まで
お問い合わせください

（国内）
新型コロナウィルス相談窓口

ジェトロメンバーズの方に向けて、毎日、コロナ関連動向を含む海外の政治・経済の
速報記事を配信中。詳しくは以下をご覧ください。
https://www.jetro.go.jp/members/

ジェトロメンバーズ

ジェトロからのお知らせJ

中国関連情報（基本情報、ニュース・レポート、イベント情報、ジェトロのサー
ビス等）は以下をご参照ください。
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/

Copyright (C) JETRO. All rights reserved. 禁無断転載

https://www.jetro.go.jp/world/covid-19/china/
https://www.jetro.go.jp/members/
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/

